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第1章 本研究の概要 

1-1. 研究背景 

新型コロナウイルス感染症の拡大および GIGA スクール構想の推進により、教育現場での 

ICT 環境整備と情報化が急速に進展した。これに伴い、学習履歴をはじめとする教育ビッグ

データの蓄積が進み、実現場への教育データを活用したラーニングアナリティクスの導入も

始まっている。一方で、教育データの利活用を先行して進める学校や自治体からは、参考と

なる実践事例や研修の不足が課題として指摘されている。また、教育データ標準規格（LTI、

xAPI など）や仕様が整備されつつあるものの、特に学習活動情報においては、標準規格を

用いたツール間の連携および複数ツールを横断した学習分析の実践事例が極めて少ないのが

現状である。さらに、教育データの研究利用を見据えて匿名化の取り組みも進められている

が、どのようなデータをどの程度匿名化すべきか、またどのように分析・共有すべきかにつ

いて、制度的・研究的な両面からの整理は十分に進んでいない。 

1-2. 研究目的 

以上の背景から、本事業では「データ駆動型の教育」の実現を目指し、3つの課題領域①

授業開発・事例共有、②標準化・ツール横断、③制度設計・研究利用を整理し、教育データ

の効果的な利活用を推進するための課題整理と方策の検討・解決することを目的とした。こ

れらの課題に対する3班の統括概要（図1）を下記に示す。 

 

 
図１. 本研究の概要 

 

1-3. 研究目的を達成するための研究体制と分担 

各年度、以下の3つの研究小課題を設定し、分担で事業を進めた。 

 

小課題A：データを利活用した教え方・学び方の実証（授業開発・事例共有） 

小課題A（授業開発・事例共有）では、初年度に初等中等教育および特別支援教育を中心

とした授業実証の設計と実施を行い、得られた事例を類型化して次年度の実証計画に反映す

ることとした。A-1では過去事例の整理と類型化、研修開発を行い、A-2・A-3では各年度の

計画に基づき授業実証を進める。毎年度成果整理と次年度計画の策定を行うことで、3年間
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を通して授業開発手法と事例共有の枠組みを段階的に実現していくことを本小課題の狙いと

した。 

 

小課題B：（標準化・ツール横断） 

小課題B（標準化・ツール横断）では、LTI・xAPIといった国際標準規格を基盤に、複数ツ

ールを連携可能とするシステム設計・実装と実証を進め、得られた知見をもとに次年度の改

良方針を検討する。システム改修と実証を繰り返すサイクルを継続的に実施することで、ツ

ール横断的なデータ利活用基盤を段階的に高度化し、発展させていくことを目的として取り

組みを進めた。 

 

小課題C（制度設計・研究利用） 

小課題C（制度設計・研究利用）では、既存データを用いた匿名化手法と分析結果の整理、

データ二次利用の要件整理、国内外の先行事例調査を通じて、教育データ利活用に関する制

度設計の方向性を検討することを目指した。これらの取り組みを3年間継続することで、教

育データの安全かつ適切な利活用に向けた制度的枠組みの構築を進めた。 

 

各小課題は分担して研究を進め、途中成果を整理して中間報告を行い、最終年度の4Qには

3年間の知見を総括して最終報告として整理・集約した。本事業における3ヵ年の研究計画に

ついては図２に示す。 

 

 

 
図２.研究計画 
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本研究は、以下に示す研究分担者の協力のもとに実施した。また、本報告書の執筆にあた

っては、各研究分担者が担当部分を分担して執筆した。 

 

表１研究代表者・分担者 

氏名 所属・役職 分担 

緒方広明 

( 研 究 代 表

者) 

京都大学 

学術情報メディアセンタ―教授 

全体の総括 

稲垣忠 東北学院大学  

文学部 教授 

A1事例の類型化・研修の開発 

長濱澄 東北大学 

大学院情報科学研究科 准教授 

A2 初等教育における実証 

西端律子 畿央大学 

教育学部教授 

A3 特別支援教育における実証 

島田敬士 九州大学大学院 

システム情報科学研究院 教授 

B1マルチモーダルデータの接続と

横断分析 

堀越泉 株式会社内田洋行  

教育総合研究所 

B2 複数学習ツールの接続と分析 

上田浩 法政大学 

情報メディア教育研究センター教

授 

C1-C3 匿名化データの設計・研究

利用 

高見亨佑 大阪教育大学 

教育協働学科（理数情報教育系）

／数理・知能 情報部門 准教授 

C1-C3 匿名化データの設計・研究

利用 

豊川裕子 京都大学学術情報メディアセンタ

ー特定研究員 

A3 特別支援教育における実証 

 

1-4. 研究基盤としてのLEAFシステム 

LEAF（Learning and Evidence Analytics Framework）は、2017年より、京都大学学術情

報メディアセンター緒方研究室によって開発された、学習ログの収集・分析を支援する教育

データ基盤システムである（Flanagan, & Ogata, 2018)。LTI（Learning Tools Interopera

bility）を採用しており、国際標準に基づく高い相互運用性と拡張性を備えている。また、

xAPI形式(Experience API)に準拠しているため、外部ツールとのデータ連携が容易であり、

学校単位での分散管理にも対応している。学習活動のデジタル化に伴い蓄積可能となった多

様な教育データを、効率的かつ効果的に収集・分析・可視化することで、エビデンスに基づ

いた教育改善と個別最適な学習支援を可能にすることを目的としている。インターネット環

境があればPC・タブレット・スマートフォンから利用可能で、学習の場所・時間の制約を大
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きく緩和している。図3に，LEAFシステムの主要コンポーネントと関係性を示した構成図を

示す。 

 

                 
図３ LEAFシステム構成図 

 

LEAFは以下の4つの主要コンポーネントで構成され、それぞれが連携して学習データの収

集から可視化までを一気通貫で担う。 

 

学習管理システム（LMS） 

LMS(Learning Management System)は、BookRollやログパレの入り口となるシステムであ

る。 

 

BookRoll（デジタル教材配信システム） 

BookRoll(図4)は、LMSからアクセスするデジタル教材閲覧システムであり、PDFや音声フ

ァイルなどの教材を登録して学習者に配布できる。学習者は、タブレットやPC上で閲覧する

ことができ、教材閲覧、マーカー付与、メモ入力、手書き入力などのBookRoll上での学習活

動はすべて学習ログとして記録・蓄積される。 

 

学習履歴データベース（LRS: Learning Record Store） 

LRSは、BookRollやその他の学習活動から生成されるログデータをxAPI形式で蓄積する。 

 

ログパレ（学習ログ分析ツール） 

ログパレ(図5)は、LRSに蓄積された学習ログを分析し、可視化するためのツールである。

教材閲覧、マーカーやメモの付与、テスト回答履歴などの情報から、理解度の傾向、学習の

つまずき、学習行動の特徴などを把握でき、授業改善や個別最適な学習指導に活用される。

LMS・BookRoll・ログパレはシングルサインオン（SSO）で連携されており、システムやツー

ルごとに別個のアカウント管理を行う必要がなく、ユーザー情報をLMSに一元化できる。個

人情報を取り扱う教育データ基盤であることから、データ保護とプライバシーへの配慮も徹

底している。データを活用した「個別最適な学び」と「協働的な授業改善」、そして「教員

の負担軽減」に寄与する目的として利用されている。BookRollおよびログパレのユーザーイ

ンターフェース例を図4、図 5に示す。 
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図4 BookRollのインターフェイス例 

 

 

 

 
図5 ログパレのインターフェイス例 

 

1-5. 事業成果概要 

本事業では、3ヵ年にわたる継続的な情報共有を重視し、各小課題間の連携を図りながら

研究活動を推進してきた。特に、月次ミーティングを通じて小課題横断的な議論の場を設け、
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各チームが研究の進捗状況や得られた知見を定期的に報告する仕組みを構築した。これによ

り、分担者間の情報連携が活性化され、研究の方向性や課題認識の共有に加え、個々の小課

題が相互に補完し合う形で事業全体の質的向上を図ることができた。また、各回のミーティ

ングでは小課題ごとの研究発表も実施し、実証成果や分析結果を共有することで、新たな視

点の獲得や研究手法の高度化にもつながった。こうした研究活動の成果は、学術的アウトプ

ットとして論文投稿や学会発表を通じて広く公開され、教育データ利活用分野における知見

の蓄積に寄与している。さらに、2024年10月および2025年7月には、教育データ利活用に取

り組む他のプロジェクトと合同でシンポジウムを開催し、研究者のみならず企業、教育行政、

学校現場の教員など多様な関係者が参画した。シンポジウムでは、これまでに得られた成果

や残された課題について多角的な議論が行われ、実証研究の有効性や今後の展開可能性につ

いて広く共有する貴重な機会となった。本事業における継続的な対話と協働の取り組みは、

教育データ利活用の推進に向けた基盤形成に大きく寄与したといえる。以下では、各班が3

年間で取り組んできた活動とその成果を整理して報告する。 

 

小課題A：授業開発・事例共有（データを利活用した教え方・学び方の実証） 

A班では、初等・中等・特別支援教育の現場において、学習分析基盤（LEAF）を活用した

教育データ利活用の授業実証を実施した。LEAFは初等中等から高等教育まで国内約20校、海

外を含めると120校以上で導入されており、本事業ではその活用をさらに発展させ、多様な

学校段階・教科・活動におけるデータ活用の実践を展開した。実証の推進にあたっては、協

定校や教育委員会と定期的に打合せを重ね、円滑かつ継続的な運営体制を構築した。得られ

た知見は事例集として整理され、シンポジウムや自治体研修、実証校への配布、さらには事

例ポータルでの公開を通じて広く共有された。さらに、現場教員を対象としたハンズオンワ

ークショップや自治体研修を積極的に実施し、教育現場のデータ活用実践力の向上と事例の

普及に寄与した。特に、小学校や特別支援教育など、これまで教育データ活用が進んでいな

かった領域において授業実証を行い、効果的な指導法と学習方法を開拓するとともに、事例

の類型化と共有資料の整備を通して教員育成にも貢献した。これらの取り組みを通じて新た

な実証校の参加も得られ、「データ駆動型の教育」の裾野拡大に大きく寄与した。 

 

小課題B：標準化による複数ツールの接続および横断的分析（標準化・ツール横断） 

LTIやxAPIなどの国際標準規格を基盤とし、複数の学習ツールを接続・連携したログデー

タを活用した横断的な学習分析を実施した。複数の学習プラットフォームから得られる学習

ログを標準化し、横断的に統合・分析することで、多様な学習活動を包括的に捉える分析の

可能性や意義を検証した。さらに、標準化されたデータをAIへの入力として活用する試みを

通じて、学習分析や支援の高度化に向けた技術的可能性と課題を明らかにした。実証結果を

踏まえて改良方針を検討し、システム改修と実証を繰り返すサイクルを継続したことで、ツ

ール横断的なデータ利活用基盤を段階的に発展させることができた点は、本事業の技術的側

面における重要な成果である。 

 

小課題C：匿名化データの設計・分析および利活用ポリシーの検討（制度設計・研究利用） 

小課題Cでは、匿名化された教育データ利活用に関する設計と研究利用について、匿名化

データの設計・分析、データ二次利用の要件整理、国内外の先行事例およびポリシー調査を

実施した。既存データを用いた匿名化手法の検証を通じて、安全性と有用性を両立させたデ

ータ利活用の可能性を整理するとともに、利活用ポリシーの検討を行った。これらの成果は、

初等中等教育におけるデータ利活用ルールの整備に資する重要な知見を提供するものである。 
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第2章 小課題A 授業開発・事例共有 

2−1.事例の類型化・研修の開発 

 

初等中等教育ではGIGAスクール構想の推進により、児童生徒一人一台の端末や高速ネット

ワーク、クラウドサービス等のデジタル学習基盤が整備された。その結果、児童生徒の端末

利用が日常化し、多くの学習ログが蓄積されるようになった。加えて、アプリケーション間

の教育データの相互連携や標準規格の策定、学習eポータル等の整備も進展し、教育データ

活用による教育改善が進められる環境が整いつつある。 

教育現場で教育データ活用を普及させていくには、好事例を収集するだけでなく、それら

を類型化し、既存のICT活用との共通点・相違点を明確にする必要がある。そこで本調査で

は、①既存のICT活用事例集からの実践事例の分類方法の抽出、②LEAFシステムを中心とし

た教育データ利活用事例の類型化と研修プログラムの開発、③GIGAスクール構想以降の実践

への教育データ活用類型の適用の３点を進めた。 

  

（１）実践事例の分類方法の抽出 

目的：LEAF システムの活用事例を教員向けに提供するにあたり， 既存の ICT 活用事例集

の項目との比較を行い，教育データ活用事例を共有するための項目構成のプロトタイプを開

発すること 

 

方法： LEAF システムの活用事例等を提供している「LEAF エビデンスポータル」の活用事

例分類を確認した上で、既存の ICT 活用事例集の代表例として「StuDXStyle」（文部科学

省， 2020）、「学習者用デジタル教科書の活用による指導力向上ガイドブック」（内田洋

行教育総合研究所， 2023）、「学校における先端技術活用ガイドブック（第２版） 」（内

田洋行教育総合研究所，2022）、「遠隔教育システム活用ガイドブック（第３版）」（内田

洋行教育総合研究所，2021）、「主体的・対話的で深い学びの実現に向けた ICT 活用のあ

り方と授業事例」（文部科学省，2019）の５つを参照し、それらの目次・項目等から新たな

項目構成のプロトタイプを開発した。 

 

結果： LEAFエビデンスポータルでは、10の事例が掲載されていた。これらは学校種による

分類のほか、活用時期、活用形態、活用場面、教科等に着目した項目や、事例へのタグづけ

がされていた。５つの事例集の調査からは、掲載事例に辿り着くまでのサイト構成や章立て

を順に大分類、中分類、小分類の３段階で階層化し、比較検討を試みた。これらをもとに、

表２に示す項目のプロトタイプを作成した。 

  

表２ 教育データ活用事例を分類する際の項目プロトタイプ 

 

 

 

 

（２）教育データ利活用事例の類型化と研修プログラムの開発 

目的：LEAFシステムの活用促進のため、A. 収集した活用事例の類型化を行うとともに、B. 

標準的な研修プログラムを開発すること 

 

方法および結果： 

A. 事例の類型化 
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LEAF システム利用校から事例を収集し、上記の分類項目を元にタグ付けを行った。事例

収集方法と概要は以下の通りである。 

 

回収期間：2024年4月～2025年12月 

事例数：26事例（中学校17事例、小学校9事例） 

学校数：7校（中学校2校、小学校5校） 

教員数：17名 

依頼対象校：下記事業のLEAF活用実証校 

 

•国立教育政策研究所 令和5-7年度教育データ分析・研究推進事業 

•内閣府 戦略的イノベーション創造プログラム（SIP3） 

•新エネルギー・産業技術総合開発機構（人と共に進化する次世代人工知能に関する技術

開発事業）             

        

活用教科：先行的にLEAFシステム活用実証を開始した学校が中学校であり、また重点的な

実証対象教科が数学と英語であったため、中学校では数学と英語の事例開発が進んだ。一方、

小学校は、先行して公開されていた事例に国語の実践が多かったことから国語が先行したが、

他の教科の事例創出も進んだ。 

 

表３ 活用教材 

  
 

活用場面：中学校・小学校ともに授業内での単発の活用がもっとも多かった。中学校では、

授業前・後、家庭学習、長期休暇など授業内以外の活用以外でも多様な場面で実践がみられ

た。一方、小学校では、授業内の活用が中心であったが、家庭学習での活用も少し見られた。 

 

表４ 活用場面 

 
 

活用主体：中学校、小学校ともに教員・学習者が同時に活用する実践が多いが、中学校で

は学習者単独、教員単独の実践も見られた。一方、小学校は授業内で教員と学習者が一緒に

活用する事例がほとんどであった。 
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表５ 活用主体 

 
 

 

活用機能：中学校では京都大学との研究開発実証の利用の他は、手書き分析と基礎分析の

活用が多かった。これは、中学校ではプリントの代わりにPDFに手書きで書きこむ問題演習

での利用や家庭学習の状況把握の利用が多いためであると考えられる。一方、小学校ではマ

ーカーヒートマップとワードクラウドの活用が多く、中学校とは異なる特徴を示した。これ

は、小学校ではプリント学習は紙が使われることが多く、PDF教材の活用が難しい一方、国

語などで教材にマーカーを引く活動は取り入れやすいためであったと考えられる。 

 

表６ 活用機能 

 
 

活用目的：中学校では状況把握、補足説明、授業設計など教員による単独の活用や、振り

返り・メタ認知支援、AIによる支援など学習者が一人で学習する場面を支援する目的が多か

った。これは、中学校におけるデータ活用は、問題演習や家庭学習、長期休暇などで学習者

が自律的に学習している場面におけるデータ活用が多いと言える。一方、小学校では、教材

としてのデータ利用や理解を深める、理解度把握などの授業内での活用が多かった。これは、

小学校におけるデータ活用は、授業内で教員と学習者が一緒にデータを活用する段階である

場合が多いと言える。 
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表７ 活用目的 

 
 

全体を通して、授業前後に状況確認に用いる事例だけでなく、授業内でデータを教材とし

て提示したり、家庭学習で活用させたりする事例が見られた。また、少し活用が進むと、授

業内のデータ提示だけでなく、振り返りの蓄積を可視化するダッシュボードなどの活用も見

られた。なお、これらの事例は、事例集として整理し(図6)、研修やシンポジウム、公開授

業等において配布可能な形で取りまとめた。 

      

 

 
図６ 作成した事例集 

 

   

B. 教員研修開発 

類型化を元に、２年目に研修に含めるべき内容を検討し、３年目に研修を実施しながら内

容を標準化した。標準化作業では、研修者実施者、学校ごとに都度作成していた資料と研修

用環境を整理し、研修で扱うべき背景知識や機能、事例、演習を選定し、統一したものを開
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発した。具体的には、背景（教育データ利活用の基礎知識）→主要機能（閲覧時間、マーカ

ー分析、手書き分析、理解度チェックダッシュボード）のハンズオン・事例紹介を行う形と

した。最終的に、導入初期に利用しやすい機能としてマーカー分析と手書き分析、少し発展

的な機能として振り返り可視化のダッシュボードを含む研修を開発した。研修では、各機能

の操作説明、ハンズオン（受講者が学習者としてデータを残す）、データをもとにした活用

場面の例示、事例の例示、の流れをセットとして、受講者の授業や家庭学習への導入をイメ

ージできることを重視した。標準化した後のプログラムでは、小学校、中学校、高校で計8

回の研修を実施した。 

  

（３）教育データ活用類型の適用 

目的：端末活用が進んでいるが教育データ利活用に特化していない学校における教育デー

タ利活用の動向および今後の可能性を明らかにすること 

 

方法：令和 5 年度のリーディングDXスクール に指定された全 257 校の取組実践報告 1583 

件を分析対象に、データ，ログ，学習履歴等のキーワードを含む事例を抽出した。目視で内

容を精査し，分析対象を絞り込んだ後，活用データ、データ収集方法，可視化方法，活用場

面，活用目的のラベリングを行い，集計・分析した。 

 

結果：データ活用に関連するキーワードを含む事例は 176 件（11%）だった。資料・教材を

デジタル化したものをデータと呼んでいる、『データの活用』の単元や実験データのように

教育データ活用に当てはまらないものを除外した結果、事例は29 件（1.9%）に留まり，極

めて限定的だった。教育データ活用の場面と利用データについてクロス集計を行った（表

8）。校務では，心の健康観察や欠席連絡などのデータが活用される一方、学習ではAIドリ

ルや振り返りのデータが用いられていた。データ収集・可視化機能が備わっているサービス

かフォームやスプレッドシートによる手入力をデータ化する事例が多い。今後，ログを横断

的に解析・可視化するツールの提供が進めば、デジタル学習基盤を活用した教育データ活用

は拡大する可能性がある。 

  

 

表8 教育データの活用場面と活用データの関係 
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2-2. 特別支援教育における実証 

本報告書では、小課題A-3において実施された特別支援教育における教育データ利活用の

実証研究について、その背景、概要、成果、課題、今後の展望を整理する。 

特別支援教育においては、多様な障がいや特性をもつ学習者が在籍しており、個々の特性

に応じた個別最適な指導が求められている。一方で、多くの学習者が知識のインプット、認

知、記憶、アウトプットなど複数の学習段階で困難を抱えており、その学習行動を教師が適

切に把握し、指導に反映することが難しいという課題が存在する。現状では、教師・保護

者・支援者が日常的な観察に基づく「推測」に依存して支援を行う場面が多く、学習の様子

を客観的に記録して継続的な支援につなげるためのデータ基盤は十分に整備されていない。

また、支援内容が他者へ引き継ぎにくいという構造的な問題も指摘されてきた。こうした背

景を踏まえ、本事業では特別支援教育に学習ログを導入し、ラーニングアナリティクス（L

A）を用いた「データ駆動型特別支援教育」の実践事例を増やすこと、その効果を検証し周

知することを目的とした。特別支援教育領域では、これまで実証的な研究事例が非常に少な

く、特に初等教育段階における体系的研究は限定的であったことから、本事業はその点を補

う試みである。3年間にわたり実証校を段階的に拡大しつつ研究を進めた。学習者の手書き

データ、読解時のマーカー操作ログ、閲覧行動ログなど多様なデータを記録・可視化し、従

来は把握が難しかった個々の学びのプロセスを客観的に捉えることを試みた。データを通級

指導教室や特別支援学級での実践に活用し、指導改善、学習の振り返り、支援計画の継続性

に寄与する可能性を検証した。本事業では毎年度、まず前年度の成果を整理し、その知見に

基づいて翌年度の実証計画を策定した。その上で、教育現場での実証を実施し、得られた成

果を学会発表や研究会等にて報告するという一連のサイクルを継続して展開した。各年度に

おいて実施した実証の成果は、以下のとおりである。 

（１）成果報告 

① 1年目の主な成果  

1年目の主な成果として、まず、小学校の通級指導教室においてLEAFシステムを活用した

実践を実施し、学習ログを用いた学習者理解の可能性に関する具体的な知見を得た。実証事

例については、日本教育工学会（JSET）全国大会において発表した(図7)。ポスター発表で

は多くの参加者から関心が寄せられ、研究の意義と必要性を広く共有する貴重な機会となっ

た（豊川ら、２０２３）。また、京都大学のAXIES研究発表において「UDフォントを通じたI

Tシステムのアクセシビリティ向上の理解と実践」をテーマとした、UDフォントと読字障が

いについての研究発表を行い、特別支援領域における文字認知とフォントの関係性について

議論を深めた（西端、２０２３）。 
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図7 JSET全国大会ポスター           図8 JSET SIG SEポスター 

  

② 2年目の主な成果  

本年度における研究成果として、以下のような多面的な取り組みと発信を実施した。 

まず、研究成果の学術的発信として、国際ジャーナル論文を出版し(Toyokawa, et al., 2

023)、実証的知見を広く学術界へ提示した。また、JSET SIG-SEにおいてポスター発表を行

い（図8）、特別支援教育に携わる現場教員、企業関係者、研究者との意見交換を通じ、研

究の妥当性を再確認するとともに、今後の展開可能性を一層深化させる機会となった。実践

面では、小学校特別支援教室において聞くテストのメモ取り、百ます計算、漢字の練習など

にLEAFを活用し（図9）、授業内での個別指導におけるデータ利活用の実証として、特別支

援教育における学習ログ活用の有効性に関する具体的な知見を得た。併せて、実践者向けの

システムハンズオンワークショップを開催し、特別支援学級・特別支援学校の現場の教員へ

の教育現場でのデータ利活用に関する理解促進と技術的支援を行った。さらに、EDE特別支

援教育研究会において研究成果の発表を行い、教育システム情報学会研究会では「UDフォン

トは本当に見やすいのか？」をテーマとして報告を行い、文字認知とフォント選択に関する

議論を深めた(西端＆尾崎、２０２４)。加えて、本事業の研究体制を拡充するため、新たな

実証校として小学校１校、中学校１校を追加し、より多様な教育現場での検証体制を整備し

た。 
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図9 特別支援学級での事例 

  

③ 3年目の主な成果 

最終年度の3年目としては、まず、新規実証校として追加された小学校および中学校にお

いて実証を開始した。これらの実証は、学校管理職、教育委員会、現場教員、保護者など多

様な関係者の協力のもと実施され、教育現場の実態に即した検証体制を構築することができ

た。成果の国際的発信としては、手書きデータによる学習者理解について国際学会で発表し

（Hardiyanti et al., 2025）、特別支援教育におけるデータ利活用の意義を広く国際コミ

ュニティに示した。今後国際ジャーナル論文へと拡張予定である。また、EDUsummIT 2025

（TWG インクルーシブ教育）に参加し、インクルーシブな学習環境の確立をテーマに、研究

者、実践者、政策立案者らと活発な議論を交わした。本会議への参加は、研究の国際的展開

および政策的視点の強化に寄与する重要な機会となった。 

（２）課題と今後の展望 

本事業では、児童生徒の学習行動を可視化し、学校・担当教員や保護者と共有する取り組

みを進めてきた。しかし、年度をまたぐデータの引き継ぎや支援計画の継続性を十分に担保

する運用体制には依然として課題が見られた。特に特別支援教育においては、一貫した支援

の実現に向け、学習データの継続的な蓄積と効果的な活用が不可欠であり、児童生徒一人ひ

とりの成長をより正確に把握する仕組みのさらなる強化が求められる。 

 研究過程で、特別支援教育領域におけるデータ利活用研究の基盤形成には一定の成果が

認められたものの、十分な知見の蓄積や実践環境の拡充にはなお発展の余地がある。そこで

今後は、以下の方針に基づいて研究の深化と実証の拡大を進める予定である。 

l 実証校のさらなる拡大 

l 教育実習生によるLEAFシステムを活用した授業導入の検討・実施 

l 教育現場におけるデータ利活用サイクルの確立 

l UDフォント研究のさらなる深化 
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l インクルーシブ教育に関する理論基盤の整理および国際ジャーナルへの論文化 

今後は、これらの取り組みを通して、特別支援教育におけるデータ駆動型アプローチを確立

し、国内外への知見発信をより一層強化していく予定である。 

本事業は、特別支援教育におけるデータ利活用の可能性を実証的に示し、支援を必要とす

る学習者理解の深化と指導の高度化を目的とした。今後も、現場のニーズと研究知見を往還

させながら、すべての学習者にとってより良い学びの環境づくりを継続していくとともに、

特別支援の枠を超えて、一般学級においても支援が必要な学習者に応用できる実践モデルを

構築する予定である。 

第3章 小課題B 標準化・ツール横断  

3-1. マルチモーダルデータの接続と横断分析 

事例1：視線データと電子教材ログを用いた学習中行動の横断分析（Goto et al., 2024） 

 本事例では、電子教材閲覧時の操作ログに、Webカメラベースの視線データを統合し、

学習者の注意状態を高い時間・空間解像度で記録・分析する手法を提案した。対象データは、

大学講義において利用された電子教材（BookRoll）、教材操作ログ（ページ遷移、ブックマ

ーク、理解度自己申告等）、および視線位置データである。 

 

 従来の教材閲覧分析では、ページ単位の閲覧時間や操作回数が主な指標であり、ページ内

のどの学習テーマに注意が向けられていたか、あるいは実際に画面を注視していたかどうか

を区別することが難しかった。本研究は、この課題に対して、視線データを教材内容と対応

付けることで、学習中の注意や関与をより詳細に捉えることを目的とした。 

 

 
図10 視線データと電子教材ログを統合したマルチモーダル学習ログ生成および横断分析の

全体像 

 

 図10に、本研究におけるマルチモーダルデータ接続と分析の全体像を示す。学習者が電子

教材を閲覧する際に、教材操作ログと視線位置データを同時に記録し、両者を時間的に同期

させることで、視線情報に教材ページ情報を付与する。さらに、教材ページ内の学習テーマ

情報と対応付けることで、高解像度学習ログ（High-resolution Learning Log：HLL）を生

成する。HLLには、学習テーマごとの注視時間に加え、画面内を注視していた時間（on-vie

w）と、画面外に視線が逸れていた時間（off-view）が含まれる。この設計により、従来の

「ページを開いていた時間」に基づく分析では捉えられなかった、学習中の実質的な注意状

態を扱うことが可能となった。 
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図11. 視線データに基づく学習テーマへの注意の時間的遷移 

 

 本実験は、九州大学で開講された「情報科学」の第2回講義資料を対象に実施した。対

象者は、全学部・全学年から募集した未履修学生45名である。実験は対面環境で実施し、参

加者はWebカメラベースのアイトラッキングツール（WebGazer）を用いて視線データを取得

しながら、デジタル教材（BookRoll）を30分間閲覧した。実験全体は50分間であり、事前説

明およびキャリブレーションを含む構成で実施された。 

 HLLを用いた横断分析により、学習テーマごとの注目状況や、その時間的遷移を可視化

した。図11は、学習テーマを縦軸、時間を横軸としたヒートマップであり、学習者全体の注

意の移り変わりを示している。この可視化から、教材閲覧の前半では多くの学習者が共通の

学習テーマに注意を集中させている一方、後半では注意が複数の学習テーマに分散する傾向

が確認された。また，理解度自己申告との対応付けにより、画面外視線時間は「理解できて

いない」という自己評価と関連し、画面内視線時間はブックマークなどの積極的な学習行動

と関連する傾向が示された。 

これらの結果は、単なる閲覧時間やページ遷移ログでは捉えられない学習中の注意や関与

の違いを、マルチモーダル横断分析によって明らかにできることを示している。本事例は、

視線データと電子教材ログを接続することで学習中行動を高い解像度で捉え、学習テーマ単

位での横断分析を可能にした点に特徴があり、視線を含むマルチモーダルデータの活用によ

って学習行動の解釈可能性が大きく向上することを示した研究成果である。なお，本研究に

おける off-view 時間は必ずしも注意散漫を意味するものではなく，他教材の参照や協働活動な

ど授業文脈に依存した行動を含み得る。そのため，本指標は学習状態を直接評価するものでは

なく，授業設計や教材構成を振り返るための補助的観測指標として活用することを想定してい

る。 

事例2：視線データと電子教材ログを用いた学習中行動の横断分析（Zhou et al., 2025） 

 本事例では、学生が作成した手書きノートを対象に、画像処理および生成AIを用いて学

習データを抽出・分析する手法を提案した。対象データは、大学講義（信号処理系科目）に

おいて収集された学生の手書きノート画像と、対応する講義教材テキストである。 

手書きノートは学習者の思考や理解の外化を反映する重要な成果物である一方、従来は教

員による目視確認に依存しており、大規模な分析や定量的把握は困難であった。本研究では、

ノートと教材という異なるモダリティを接続することで、学習後活動の横断分析を可能にす

ることを目的とした。 

 まず、Attention Multi-task U-Net を用いて手書きノート画像を領域分割し、テキス

ト、数式，図表といった要素を抽出した。図12は、1 枚の手書きノートページが複数の要素

に分割される様子を示しており、非構造なノート情報を学習データとして扱うための前処理



19 

の中核を成している。抽出されたテキスト領域に対して OCR を適用し、機械可読なテキス

トデータを生成した。 

次に、生成 AI（GPT-4o）を用いて、ノート内容と教材内容を意味的に対応付け、学生が

ノートに記述した知識と、教材中の重要概念との関係を分析した。この処理により，単に

「何を書いているか」だけでなく、教材中に存在するがノートに現れていない重要概念、す

なわち知識の抜けを体系的に特定することが可能となった。具体的には、教材に含まれる重

要概念のうち、ノートに出現していない概念を構造的に検出できることが示された。また、学

生間や年度間での記述傾向を比較することで、概念の出現頻度や記述分布の違いを把握できる

ことが確認された。     

              

 
図12 手書きノートのページ分割例 

 

ここで検出されるのは、あくまで概念の「出現」および「非出現」という事実であり、そ

の解釈は利用者に委ねられる。本手法は、ノートに記載されていない概念が直ちに理解不足

を意味するものと断定するものではない。既に理解しているために記述していない可能性や、

要約戦略として選択的に記述している可能性も考えられる。本研究は、学習者の理解を直接

評価することを目的とするのではなく、概念カバレッジの可視化を通じて、学習内容の再構

成傾向や記述の偏りを把握するための分析基盤を提供するものである。 

分析の結果、学生が重点的に記述している概念と、ほとんど記述されていない概念が明確

に区別されることが示された。この結果から、教員は学生がどの概念に注目し、どの概念が

相対的に扱われていないかを把握できる。また、学生自身にとっても、ノート内容を通じて

学習内容の再構成傾向を振り返るための客観的な手掛かりとなる。本事例は、手書きノート

という非構造・非デジタルデータを学習データとして構造化し、教材内容と横断的に分析可

能にした点に特徴がある。学習後の成果物を通じて、学習内容の外化構造を定量的に捉える

可能性を示した研究成果である。 
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本手法は、講義後の振り返り課題や要約課題など、学習内容の再構成を求める場面におい

て、概念の記述分布を可視化する補助的指標として活用することを想定している。また、ク

ラス全体の記述傾向を分析することで、授業設計や強調点の再検討にも資する可能性がある。 

 

3−2. 複数学習ツールの接続と分析 

授業改善には、教師の振り返りが重要である。特に、授業が単なる講義形式ではなく、学

生に進行を委ねる活動が多い場合や、様々なツールが用いられる場合、教師が進捗を管理す

ることは難しく、状況把握も困難となる(Prieto et al., 2018)。この問題に対し、複数の

センサーから取得したマルチモーダルデータを用いて可視化することで、活動全体を捉える

研究が行われている(Ochoa, 2017; Blikstein & Worsley, 2016; Cosentino & Giannakos, 

2023)。しかし、センサーの導入やデータ分析にはコストがかかるため、日常の授業活動に

導入するのは容易ではない。一方、学習ログデータは、学習ツールを用いることで自動的に

蓄積される (Mangaroska & Giannakos, 2018; Hoyos & Velásquez, 2020)。教室では複数の

学習ツールを用いて学習ログが生成されるため、統合学習ログはマルチモーダルセンサーに

代わる教室活動可視化ソリューションとして機能しうる可能性がある。しかしながら、この

可能性は他の研究では未だ検討されていない。こうした背景を踏まえ、本研究は、日々のツ

ール利用ログ（daily learning stream data)と呼ぶ）を統合することで蓄積されたデータ

が、授業振り返りの観点からどの程度活用できるかを明らかにすることを目的とした。こう

した日々のツール利用ログから授業や学習の状況を捉えることができれば、データに基づい

た振り返りを日常的に実施できるようになり学習者に学習の進捗を委ね、複数のツールを用

いるようなデザインの授業の促進に寄与することが期待される。 

ティーチング・アナリティクス（TA）は、ラーニング・アナリティクス（LA）の一分野で

あり、「教師のための視覚的な分析手法とツールの設計、開発、評価、教育に焦点を当てて

いる」（p.1, Vatrapu et al., 2013）。ティーチング・アナリティクスの分析対象は、主

に授業中の教師の活動ややり取りであるが、教師のための学習者の活動の分析もティーチン

グ・アナリティクスとみなすことができる（Prieto et al., 2016）。これらの研究の中で、

本研究は、教師のリフレクションのために教師と生徒の両方のログを視覚化する研究に位置

付けられる。ティーチング・アナリティクスは、教師にデータに基づいた教育改善の機会を

提供する（Ndukwe & Daniel, 2020）。テクノロジーを用いた授業オーケストレーションの

支援に関する研究はいくつか行われている（Song, 2021; Martinez‐Maldonado et al., 20

20; Sergis & Sampson, 2017）。学習／指導活動を可視化する手法は、新たなトピックとし

て注目されている（Lockyer et al., 2013; Mangaroska, 2018; 2020）。教育シナリオを記

述する手法の一つにオーケストレーショングラフがある（Dillenbourg, 2015）。教育シナ

リオとは、学習活動のシーケンス、授業計画、または教授手順のシーケンスである。Dillen

bourg（2013）によると、「オーケストレーションとは、教師が複数の制約のある状況にお

いて、リアルタイムで多層的な活動を管理する方法を指す。」オーケストレーショングラフ

は通常、教育シナリオや授業計画を記述するもので、学習目標（LD）を事前に手動で記述す

る。しかしながら、マルチモーダル学習ログデータからオーケストレーショングラフを自動

的に抽出する研究がいくつか存在する（Prieto et al., 2016; 2018）。 

マルチモーダルLAには通常、センサーなどの特別な機器やデバイスが必要となる。しかし、

本研究では、eXperience API (xAPI) に記録された日々の学習ログデータを、マルチモーダ

ルセンサーデータの代替データソースとして活用する可能性を探った。xAPIは学習体験を記

録するための仕様である。様々な学習ツールがログデータを生成・蓄積するようになり、複

数のデータソースからのデータを統合・分析するためのアイデアが提案・検討されている(S
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amuelsen et al., 2019)。複数のプラットフォームからの学習ログを統合して分析すること

を、Cross-platform Analytics (CPA)と呼ぶ(Mangaroska et al., 2019)が、データ統合に

はデータの相互運用性が不可欠であり、これを実現するために標準化と仕様策定が必要とな

る。教育とLAにおけるデータ仕様としては、xAPI (2019)と1 EdTech Caliper Analytics (2

019)がデータ形式の最も一般的な標準規格である(xAPI.com; 1EdTech)。日本では、学習ツ

ール相互運用性（LTI）とxAPIをサポートする学習ツールのための標準モデル「学習eポータ

ル」が提案され、小学校・中学校を中心とした初等中等教育段階に導入されている（ICT CO

NNECT 21, 2023）。学習eポータルは、学習管理システム（LMS）に似た概念であり、MEXCBT

（文部科学省が提供するCBTプラットフォーム）や学校情報システムなどのさまざまな学習

ツールと連携する学習ハブとして機能し、教育データの相互運用性を向上させ、初等中等教

育におけるデジタル学習環境を柔軟に構築することを目指している。このような背景から、

日本では学習ツールがxAPIをサポートする傾向が高まっている。 

本研究は、複数の学習プラットフォームを活用し、個人活動と協働活動を交互に組み合わ

せるように設計された授業を対象とし、この授業の流れを学習ログから自動的に可視化する

手法の開発を試みた。本研究の学習活動で使用された学習プラットフォームは、LMS、デジ

タル教材ビューワ、および分析ツール（ダッシュボード）である。これらのプラットフォー

ムからのすべての学習ログは、xAPI形式で1つの学習記録ストア（LRS）に保存された。学習

活動を捕捉する方法には難しいトレードオフがある。複数のセンサーからのマルチモーダル

データを用いた可視化は、幅広い活動を捕捉できる（Prieto et al., 2020）。一方、セン

サーの導入とデータ分析にはコストがかかるため、日常の授業活動に導入することは困難で

ある。これに対し、学習ツールの日常的な使用からのログデータは自動的に蓄積することが

できる。しかし、捕捉される活動は通常各ツール内に限定されており、授業活動全体を捕捉

することは難しいという別の課題がある。この問題を解決するために、提案手法は、複数の

学習ツールを通じて自動的に蓄積される統合ログデータを授業可視化に活用することで、日

常的な活動全体を捕捉することを可能にし、前述のトレードオフを解決している。 

本研究では、各ツールのデータが十分に標準化されていなかったため、以下のような問題

が生じた。xAPI ログから教室を可視化するにあたり、まず最初に、LRS に蓄積された大量

の xAPI ログから可視化対象となる講義ログをフィルタリングして抽出する必要があった。

抽出条件は「対象授業の時間帯に授業に参加した学習者と講師の全ログ」というシンプルな

ものであったが、ツールによっては xAPI ログにコース名が記録されないため、単純なクエ

リでは対象のログを抽出できなかった。そこで次に、コースの受講者と講師の ID のリスト

を作成し、該当するログをすべて抽出しようと試みた。しかし、この方法でも、ツールによ

ってアクター（ユーザー名、主体情報）の形式が若干異なるという問題に直面した。また、

ツールによって生成されたログのタイムスタンプ形式が若干異なり、一部ツールはタイムス

タンプにサマータイムが反映されていたことが判明した。さらに、一部のログでは、記録さ

れた動詞、オブジェクト、またはコンテキストに基づいて、どのボタンクリックアクション

によってログが生成されたかが不明であった。これらのログについては、各ツールのxAPI生

成プログラムを調査したり、実際に各ボタンを押してログが生成し、どのボタンがどのよう

なアクションログを生成するかを調査する必要があった。これらの作業から、たとえログが

xAPIに準拠し、同じLRSに格納されていたとしても、異なるツールによって生成されたログ

はフォーマットの詳細が異なる可能性があることが明らかになり、より細部の標準仕様策定

作業が必要であると明らかになった。以上をまとめると、1つの授業のxAPIログを抽出する

作業中に明らかになった問題点は以下の通りである。 

l 一部の xAPI ログには、コースを識別する情報（コースID およびコース名）が記録さ

れていなかった 

l アクターのフォーマットが若干異なっていた（ロール情報が付加されているかどうか） 
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l タイムスタンプのフォーマットが若干異なっていた（基本的に ISO 8601:2004 に準拠） 

l 一部のログは、xAPI の情報だけでは、どのボタンクリックアクションによってログが

生成されたかを特定できなかった 

上記の手順で抽出した xAPI ログデータを用いて、教室における学習活動プロセスを可視

化するために最適化するためのデータ前処理を行ったところ、さらにxAPI の「動詞」が教

室活動可視化用に設計されておらず、必ずしもその目的に適した粒度で記録されているわけ

ではないという問題に直面した。例えば、一部の動詞は、生徒が教材ビューワのコンテンツ

を読んでいる場合は「read」、マーカーを引く場合は「highlighted」、メモを残す場合は

「note」のように、生徒がどのような行動をとったかを示していた。しかし、「launched」

「started」「viewed」といった動詞は様々なツールによって生成されるため、動詞だけを

見ても生徒が具体的にどのような行動をとったかは分からない。そのようなケースでは、xA

PI の object や context といった他のフィールドを参照することで、ログから学習者がど

のような行動をとったかを特定した。しかし、授業の可視化に必要な追加情報がどのフィー

ルドに含まれているかはケースバイケースであったため、一つ一つ確認・特定を要した。さ

らに、例えば教材ビューワのタイマー機能は started」「paused」「stopped」といった動

詞を生成するなど、一つのツールを使ったログが複数の動詞に分割されることもあった。こ

のような状況から、教室での活動可視化に学習ログを適切な粒度にするために、複数の動詞

を統合し・整理する必要があった。以上をまとめると、授業可視化のためのxAPIログの前処

理で明らかになった問題点は以下の通りである。 

l ログ内の動詞だけでは、生徒がどのような行動をとったのか判断できない場合があった 

l 教室活動の可視化に必要な追加情報がどのフィールドに含まれているかは、ケースバイ

ケースであった 

l 特定のツールからのログが複数の動詞に分割されることがあった 

このようにして得られたデータを用いて、特別なセンサーを用いることなく日々の学習ロ

グを統合し、教室を可視化する手法を開発した。学習ストリームプロットは、授業中の生徒

と教師の活動ログをタイムライン形式で表示することで、教室活動を可視化する。図13に示

した学習ストリームプロットから、この学習者がまずLMSコースにアクセスしてクイズに回

答し、次に電子書籍の読書、マーカー、タイマー機能を使用し、最後にダッシュボードにア

クセスしたことがわかる。また、一連のドットの幅から、クイズ活動は約5分、読書活動は

約20分、ダッシュボード活動は約15分続いたことがわかる。さらに、ドットのサイズから、

この学生はマーカーを用いた活動を多く行い、ダッシュボードは約3回使用されたことがわ

かる。   
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図13 学習ストリームプロット（学習者１人分） 

図14に示すように、学習ストリームプロットでクラス全体の傾向を表現する際には、基本

グラフの色とサイズ表現に加えて、アルファ値（不透明度）を導入する。アルファ値は、そ

の時点でその活動を行ったクラスの割合を表す。つまり、操作は多いが学習者の数が少なか

った場合、円は大きくなるが、透明度は高く、色は薄くなる。一方、操作は少ないが学習者

の数が多ければ、円は小さくなるが、透明度は低く、色は濃くなる。下に示す例では、１人

の学習者の場合と同様に、学習者は最初にLMSコースにアクセスしてクイズに取り組み、次

に電子書籍の閲覧、メモ、タイマーを使用していることがわかる。その後、ダッシュボード、

読書とタイマーを引き続き使用している学習者も存在したが、主な活動はメモに移行したこ

とが分かる。また、学習ストリームプロットに講義計画を重ね合わせることで、計画と実際

の状況を比較することが可能になる。 

 

図14 学習ストリームプロット（学習者１人分クラス全員と計画（黒線）） 

「学習ストリームプロット」を用いて可視化できる教室の状況は以下の通りである。 

l 内容（Y軸）：どのアクティビティ（ツール）が実行されたか？ 

l 時期（X軸）：生徒または教師はいつ行動したか？ 

l 期間（ドットの幅）：活動がどのくらいの時間行われたか？ 

l 回数（ドットの大きさ）：活動が何回行われたか？ 

l 場所（色）：活動がどのプラットフォームで行われたか？ 

l 割合（不透明度）：学習者全体の何パーセントがその行動を実行したか？ 

l 計画からの逸脱：授業は計画通りに進んだか？ 

このように、課題はあったが、適切な前処理を行うことで、複数ツール横断ログを活用す

る可能性は示唆された。講義リフレクションは、特別に準備された研究授業当日だけでなく、

日常の授業においても行われるべきである (Prieto et al., 2020)。しかし、従来の方法、

例えば日常の授業環境にセンサーを導入したり、観察メモを取って分析したりする方法はコ

ストがかかり、日常の講義に対するリフレクションの実施は困難であった (Saar et al., 2

018)。そのため、本研究の提案のように、日々の学習ログから授業を可視化することで、追

加的な負担なくリフレクションの機会を提供できると考えられる。 
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この方法の最大の特徴は、xAPI のログデータを活用している点である。xAPI は世界的に

普及している学習ログデータの標準規格の一つであり、特に日本では政府がその利活用を推

進している。本稿で紹介した事例研究では、ICT ツールを用いた読書活動の授業を可視化し

たが、その性質上、xAPI に準拠し、LRS にログを残すツールであれば、他の授業設計にも

同じ方法を適用できるという汎用性が高い。これにより、高度なセンサー テクノロジーの

予算を持つ学校だけでなく、すべての学校で、教師によるデータに基づいた考察が可能にな

ると期待される。 

なお、「各ツールのデータが十分に標準化されていなかった」問題は、本研究で使用した

ツールに限った問題ではない。むしろ、今回利用したツールは、細部は不完全ながらもすべ

てのログがxAPI規格を用いて記述され、LRSに集約されていたため、本研究のような可視化

が可能であった。本研究で明らかになった問題の解決のため、ICT CONNECT 21では文部科学

省の委託事業の一環で、学習ツール事業者と有識者が集まって活動情報の細部の記法を標準

化するワーキンググループを立ち上げ、議論を行っている。この活動では、スタディ・ログ

を出力する学習ツール事業者が参照できる仕様案を成果物として公開することを目標に活動

しており、この仕様書を参照して各ツール事業者が実装を進めることで、細部まで記法が標

準化されたスタディ・ログが収集可能になり、本研究を含む複数ツール横断の分析が推進で

きると考えられる。 

 

第4章  小課題C 匿名化データの設計・研究利用 

本セクションでは、小課題Cにおいて実施された匿名化された教育データ利活用に関する

設計と研究利用について、その背景、概要、成果、課題、今後の展望を整理する。 

4-1. 匿名化データの作成と分析 

教育データに個人情報が含まれている場合、教育データを利活用する上で我が国では個人

情報の保護に関する法律（平成十五年法律第五十七号）を遵守する必要がある。同法によれ

ば、個人情報とは住所・氏名・生年月日・電話番号など、生存する個人に関する情報であり、

特定の個人を識別することができるもの（他の情報と容易に照合することができ、それによ

り特定の個人を識別することができることとなるものを含む。）である。「個人情報を匿名

化する」とよくいうことがあるが、同法では「匿名化」ではなく「匿名加工」とされており、

どのような方法で、いわゆる匿名化を行うかについてのガイドラインとして参照することに

なる。 

匿名加工された情報は匿名加工情報として「特定の個人を識別することができないように

個人情報を加工して得られる個人に関する情報であって、当該個人情報を復元することがで

きないよう」にしたものとされている。同情報は、利用目的による制限がないことから、法

第43条に定められている通り、同情報を作成したこと、および含まれる個人に関する情報の

項目を公表するなどの義務を踏まえ、研究利用は可能である。 

4-2. 二次利用データの設計・基盤設計 

匿名加工情報は2015年の法改正で定められたものであるが、個人情報を復元することがで

きないようにすることが求められるなど、加工基準の複雑性などから普及しているとは言い

がたい。そこで2020年の法改正で「仮名加工情報」が新設された。同情報は個人情報を単体
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では個人を識別できないように個人識別符号などを削除・加工して作成するものである。同

情報は個人を識別する行為が禁止されている(法第41条7項)ことに加え、第三者提供が禁止

されており(法第42条)、事後的な利用目的の変更が許されている(法第41条9項)ため、研究

目的での利用は可能と解釈される。したがって本報告書では同情報を「二次情報」に相当す

るものとして研究利用が可能なものと位置付けられるとする立場を取るが、仮名加工情報の

取り扱いにおいて個人の識別が禁止されるため、法を遵守するのであれば、教育データを用

いた学習者へのフィードバックを含むインタラクションはできないこととなる。したがって、

そのような研究を実施する場合は個人情報として扱い、本人の同意をもとにデータを取り扱

うこととならざるを得ない。 

前段の状況を踏まえ、LEAFデータの信頼される二次利用に向けて、差分プライバシーを用

いたデータ共有基盤システムReLEAFの研究開発を行っている。類似した既存のTRE（Trusted 

Research Environment）に、英国NHSの電子カルテ二次利用のためのOpenSAFELY (L. Nab et 

al., 2024)、ペンシルバニア大学のMOOCデータ二次利用のためのMORF（MOOC Replication F

ramework）(Baker and S. Hutt, 2025) があるが、前者は自由な二次分析を許す代わりに手

続きに時間がかかり、後者は審査を簡素化する代わりに利用範囲が極端に制限される問題が

ある。そこで本システムでは、差分プライベートな合成データの共有によって自由な二次分

析と審査の簡素化を両立する。また、毎年新しい生徒・児童が入学し類似のデータが蓄積さ

れるという公教育の特徴を生かした効果的なデータ合成手法を開発し、実装した (Ito,Hsu, 

and Ogata, 2026)。また、既存のTREにないリアルタイムでのステークホルダー（学習者、

保護者、学校など）とのコミュニケーションを可能にする機能を本システムに実装予定であ

る。 

4-3. 初等中等向け利活用ポリシーの設計 

（１） 学術研究成果の公表について 

言うまでもなく教育データを利活用した結果を社会に還元するためには、その成果を公表

することが最善である。法第27条第5項によれば「当該個人情報取扱事業者が学術研究機関

等である場合であって、当該個人データの提供が学術研究の成果の公表又は教授のためやむ

を得ないとき（個人の権利利益を不当に侵害するおそれがある場合を除く。）。」は本人の

同意は不要と定められている。一方「やむを得ないとき」とされる場合については個人情報

保護委員会がガイドライン(https://www.ppc.go.jp/personalinfo/legal/ guidelines_tsus

oku/#a2-19)を作成しており、具体的な事例として以下が挙げられている。 

事例1）顔面の皮膚病に関する医学論文において、症例に言及する場合であって、写真全

体にモザイク処理を施す等の対応をすることにより当該論文による研究成果の公表の目的が

達せられなくなるとき 

事例2）実名で活動する特定の作家の作風を論ずる文学の講義において、当該作家の実名

を含む出版履歴に言及する場合であって、作家の実名を伏せることにより当該講義による教

授の目的が達せられなくなるとき 

 

これを踏まえると、1) 個人情報に相当する、特定の学習者の教育データを論文などを通

じ公表することについて、個人の権利利益の保護を重視した何らかのポリシーが必要とされ

ることになる。また、仮名加工した場合であっても、3-2 で述べた通り、同情報が第三者提

供ができないことから、個人情報に準ずる扱いが必要と考えられる(ただし、仮名加工情報

の利用目的を事後的に「研究結果の公表」と変更した場合はどうなるのかは課題が残ってい

る。)。 

 

（２）個人情報の学術研究目的の適用除外を踏まえた研究利用 
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本研究で課題とするのは前節で述べたエビデンスとなりうるケーススタディの公表に加え、

個人情報または仮名加工情報を分析した結果の公表である。一定の規模のデータを分析した

結果は統計情報となることから、統計をどのように扱うかのポリシーに委ねることとなると

考えられるが、そもそも「分析対象に入れて良いか」という課題が残っており、2) 個人情

報の学術研究目的の適用除外を踏まえた研究利用のポリシーを定める必要がある。より詳細

には、学術研究目的での教育データの目的外利用、要配慮個人情報の取得に関するものであ

る。3) 個人情報保護法じたいは学術研究機関が何をすべきか具体的な記述がなされている

わけではないため、2020年の改正までは除外されていた安全管理措置、保有個人データの開

示を含む同法全般に関するポリシーが必要とされている。たとえば、法23条にて「個人情報

取り扱い事業者は、その取り扱う個人データの漏えい、滅失又は毀損の防止その他の個人デ

ータの安全管理のために必要かつ適切な措置を講じなければならない」安全管理措置に関す

る規律が定められているものの、具体的に何をすべきとは記載されていない。 

本研究では研究フィールドを初等中等としているが、公立とそれ以外では取り扱いが異な

る。具体的には、私立の初・中等学校を運営する学校法人は「個人情報取扱事業者」に分類

されるため、個人情報保護法の中でも民間部門における規律が適用される。一方、公立の

初・中等学校を所管する教育委員会は「行政機関等」に分類されるため、個人情報保護法の

中でも公的部門における規律が適用される。 

現実的には初等中等学校/教育委員会が自ら教育データを用いた研究を行うことは現時点

では難しく、大学等学術研究機関との共同研究、あるいは教育データを提供するになると考

えられる。このケースについて法27条第6項では「学術研究目的で取り扱う必要があるとき

（当該個人データを取り扱う目的の一部が学術研究目的である場合を含み，個人の権利利益

を不当に侵害するおそれがある場合を除く）」となっており、「必要があるとき」と限定を

意味する規程となっている。したがって、学術研究機関に提供するデータ項目や期間、でき

るだけ限定された利用目的、データの管理体制について明示し学習者の同意を取ることを含

む自主規範を定めることが適切であると考えられる。 

表9に、個人情報保護法と自主規範の必要性についてここまでの議論をまとめておく。学

術研究目的であるから自主規範が特に必要という意味ではなく、各事業者がポリシーを定め

る必要があることが読み取れる。 

 

表9 個人情報保護法に定められているデータと自主規範について 

データ類

型 

法律上の

位置付け 

規律 自主規範

の法的要否 

実装 

個人情報 第２条１

項 

学術研究目的なら目

的外利用(法第18条)・

要配慮個人情報の取得

(法第20条2項1号)・ 

第三者提供の制限が適

用除外(法第27条) 

努力義務

(法59条) 

研究倫理指針を

踏まえた自主規範

を整備することを

提案 
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仮名加工情報 第２条５

項：削除情

報が同一組

織にある場

合は個人情

報 

本人開示等への対応免

除 

第三者提供原則禁止(法

第42条) 

安全管理措置要 

識別行為禁止 

事後的な利用目的の変

更可(法第41条9項) 

 

  

明示されて

いないが個

人情報に準

ずると考え

られる 

  

個人情報の取り扱

いと一元化するこ

とを提案 

  

個人情報では

ない仮名加工

情報 

委託・承

継・共同利

用の場合に

該当 

匿名加工情報 第２条６

項：個人情

報ではない 

目的外利用可 

作成時の項目一覧等の

公表義務 

第三者提供時，追加公

表義務 

安全管理措置 

識別行為禁止 

努力義務 

(法第43条6

項、46条) 

自主規範に匿名加

工情報に関するセ

クションをを置く

ことを提案 

 

 

（３）倫理的課題、憲法を踏まえた俯瞰的考察 

 教育データの収集・利用・第三者提供といったプロセスにおいては，社会に受け入れら

れるかどうかを含む倫理的課題も考慮する必要がある．未成年者である児童生徒の教育デー

タを利用する際に必要な保護者の同意について、また、憲法上は明記されていないプライバ

シー権、海外を含む第三者提供の観点から配慮すべき事項について自主規範に含めるべきで

あることを主張する。 

 教育データは学習履歴、課題の提出状況、行動ログに加え、生体情報等のセンシティブ

な情報まで含みうる。そのため、当該情報がだれによって・どの範囲で収集・利用・提供さ

れるかを本人が統制しうる「自己情報コントロール権」が確保されることが望ましい。特に、 

児童や生徒から個人情報を含む教育データを収集する際、何歳まで保護者の同意を必要と

するかはしばしば議論されている。 

 本人と保護者の同意関係をどう設計するかは、諸外国では法令により明確化されている。

EU 一般データ保護規則（GDPR）は、EU 居住者の個人データを扱うすべての企業・組織に対

する規律として、原則16 歳を本人同意の基準とし、加盟国の裁量で13 歳まで引き下げ可能

としている。他方、米国の児童オンラインプライバシー保護法（COPPA）は13 歳未満を対象

とし、利用目的や収集項目を保護者に直接通知し同意を得ることを定めている。 

 これに対し、日本の個人情報保護法は年齢基準について明記しておらず、年齢やデータ

の性質、事業・教育の文脈に応じた、各学校や学術研究機関等の判断に委ねられている。例

えば、日本において個人情報を扱う多くのネットサービスは、COPPA に倣い、親権者の同意
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を必要とする年齢を13 歳としている。Google アカウントは13歳未満は保護者の管理が前提

となっており、13歳から本人の管理に移行できるようになっている。Instagram やTikTok 

は，13歳未満の利用を禁止している。個人情報保護委員会は，個人情報の利用に際して同意

が必要となるサービス全般について、「一般的には12 歳から15 歳までの年齢以下の子 

供について、法定代理人等から同意を得る必要がある」としている。他方、文科省の「教

育データの利活用に係る留意事項」においては、「児童生徒本人のみならず保護者の同意も

併せて取得しておくことは、より丁寧な対応」と記載されている。このように、全ての児童

生徒から同意をとるべきなのか、年齢の上限を設定すべきなのか、またその年齢が何歳なの

かという点は定まっていない。個別の判断に委ねている現在の状況は、学校間で対応に差が

生じることに加えて、学校や学術研究機関の負担にもなるため、同意に関する多角的な議論

を踏まえ、かつ個別の状況に応じた自主規範に含めることとなる。 

 さらに、本研究課題に限らずデータ駆動型教育の取り組みは、個人情報保護法はもちろ

ん、憲法が規定する人権も配慮すべきである。生体計測や行動ログのようなデータを利用目

的外の注意・情動・性格傾向等の内面を推測するプロファイリングへの転用を行わないこと

を明示すべきである。その前提として、利用目的の達成のために取得する教育データは可能

な限り特定することが必要である。 

 収集した教育データをクラウドにアップロードしたり、第三者と共同して解析するとい

うことがなされうる一方で、教育データの提供者が、自分の情報がどこまで利用されている

かがわからなくなる。仮に収集された教育データが、企業が提供するシステムの改善や新サ

ービスの開発などに利用されていた場合、データの提供者は無償で企業の利益になる活動に

貢献していたことになり、適切な恩恵を受けているかどうかが問題になる。こうした状況を

データ植民地」といい、教育データを活用することで研究者や所属機関は（学術的・経済的

な）メリットがあるが、学習者はその使い方を選ぶ権利も利益も得られていない場合がある

ことを問題視する見方もある。 

 仮にデータを日本と同程度の個人情報保護制度を持たない国に(再)委託した場合、だれ

がどの範囲でデータを扱い、問題が起きた場合にどのような対処になるのかがわかりにくく、

リスクも伴う。委託に関しては、十分な説明が自治体からなされずに行っていたことで、保

護者から不安の声が上がった例もある。したがって教育データの取り扱いが真に教育改善の

ため、児童生徒のメリットを保証しつつ実施できるようなポリシーを作成しなければならな

い。 

 

第5章 まとめ 

本事業は、「データ駆動型の教育」の実現を中核的な目標として掲げ、教育データの効果

的かつ持続的な利活用を推進するための課題整理と方策検討を目的に、3ヵ年にわたり実施

された。具体的には、①授業開発・事例共有、②標準化・ツール横断、③制度設計・研究利

用という三つの小課題A・B・Cを設定し、それぞれ分担しながら研究を進めることで、教育

現場から技術基盤、制度・ポリシーに至るまで、教育データ利活用を包括的に捉える枠組み

の構築を目指した。月次ミーティングを中心とした定期的な情報共有の場を設け、各班が研

究進捗や成果、課題を継続的に報告・議論することで、研究の方向性や問題意識を常にアッ

プデートしながら事業を進めた。また、中間報告として、2023年10月に実施した合同研究会、

2024年10月に開催したシンポジウム、ならびに最終年度に実施した最終報告会において、各

年度の成果および3年間にわたる研究知見の総括・集約を行った。これらの発表の場では、

教育データ利活用に関する実証成果や課題、今後の展開可能性について体系的に整理し、研

究者、企業、教育行政、学校現場の教員など、立場や専門の異なる視点からの意見交換も活

発に行われた。研究成果の社会的理解を深めるとともに、次なる実践や研究への接続を促す
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重要な機会となった。加えて、本事業で得られた知見は、学術論文の投稿や学会発表を通じ

て継続的に発信された。これにより、個別の実証結果や分析成果が学術的に整理・検証され

るとともに、教育データ利活用分野における知見の蓄積と議論の活性化に寄与した。発表・

シンポジウムによる実践的な共有と、論文・学会発表による学術的な発信を両輪として進め

た点は、本事業の成果を広く社会へ波及させる上で大きな意義を有している。 

以上のように、本事業は、授業実践、技術基盤、制度設計という三つの側面から教育デー

タ利活用を体系的に検討し、「データ駆動型の教育」に向けた基盤形成に一定の成果を上げ

た。特に、実証に基づく具体的な授業事例の蓄積、標準化によるツール横断的なデータ利活

用の可能性の提示、そして安全かつ適切な研究利用を支える制度的検討を同時並行で進めた

点に、本事業の学術的・社会的価値を有する。 

一方で、教育データ利活用の本格的な定着に向けては、さらなる実証の拡大、現場教員へ

の継続的な支援、技術と制度の両面における改善が引き続き求められる。本事業で得られた

知見を基盤として、今後も関係者間の連携を継続し、教育現場に根ざした形で「データ駆動

型の教育」を発展させていくことが期待される。 
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